
厚生労働省は、ハローワークが所有する膨大な求職・求人情報をAIに学習させ、職員の業務負荷の軽減やサービス品質の
向上を目的とした実証実験を、2025年9月から実施しています。近年、ハローワークの利用者数が減少傾向にある中、AI
を活用することでハローワークをどのように変えていこうとしているのか、厚生労働省が目指す新しい姿について、総務
課 首席職業指導官室の遠藤 径至氏、渡邉 春香氏、藤嶋 篤史氏にうかがいました。
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利用者数が減少傾向にある 
ハローワークの課題

ハローワークは「職業紹介」「雇
用保険給付」「雇用対策」の3業務
を柱に全国544ヵ所に設置され、
現 在 約440万 人 の 求 職 者 と約
995万人の求人の職のマッチング
を支援しています。利用求人者の
約95％は中小企業ですが、求人

法令違反の有無のチェックなど公
的機関ならではの質の高いサー
ビスや、手数料が発生しない手軽
さで、長年利用者の高い信頼を
獲得してきました。しかし近年、
ハローワークの利用者数や就職
のマッチング率は低下傾向にあり、
何らかの対策が必要になっている
と遠藤氏は言います。
「2024年度、ハローワークに登

厚生労働省 職業安定局

ハローワークがAIを活用した実証実験を開始
AI活用で目指す、ハローワークの改革とは

録された求職者数は約440万人で
したが、10年前の2014年に比べ
ると、約26.3％の減少となります。
また、就職件数は約114万件で、
求職者数に対するマッチング率は
約25.9％にとどまりました。低下
の理由としては、企業の省人化投
資が進み、就職に結びつきやす
い職業などの求人数が減少傾向
になっていることや、物価高や人
手不足感が強まる中で、『もう少
し待てばより良い仕事が見つかる
のではないか』と求人を吟味する
求職者の増加により、求人がある
にもかかわらず紹介に結びつき
づらくなっていることが考えられ
ます。そして近年では、ハローワー
ク以外で職探しを行う層の増加も
影響しているようです」（遠藤氏）

そのためハローワークでは、今
まで以上にサービス品質の向上に
努めています。しかし近年、現場
職員の業務負荷が増加しており、
スムーズなサービス展開の妨げに
なっているとともに、AIによるサー
ビス品質の向上の検討が必要だ
と遠藤氏は語ります。
「ハローワークの職員は、求人

者と求職者のマッチング率向上に
腐心していますが、現実は多様化
し続ける業務への対応や利用者か
らのさまざまな相談対応に時間を
要しています。また、職員数の減
少が進んでおり、職員一人が負担
する量は増加し続けています。例

えば主要国の職業紹介機関と比
べると、日本のハローワークの職
員一人当たりが担当する失業者数
は平均で173人ですが、フランス
は38人、スウェーデンは42人、ド
イツに至っては15人となっていま
す（図1参照）。ハローワークのサー
ビスの向上には、職員の業務負荷
の軽減と、サービスの向上に取り
組む仕組みづくりの両立が欠か
せないと考えています」（遠藤氏）

AIで職員の業務負荷を軽減し 
高品質のサービスを実現

ハローワークの窓口ではまず、
職員が求職者の希望する職種や
勤務場所、待遇、勤務時間などを
ヒアリングし、希望に近いと思わ
れる求人をシステムで検索します。
そして、数件の求人を選択して提
示していくのですが、中には何千
件もの求人が該当する場合もあ
り、選択作業だけでも時間と労力
が費やされ、就職相談に十分な
時間を割けない場合があります。
そこで活路を求めたのが、AIを
活用した職員の業務負荷軽減と
サービス品質の向上です。
「これまで職員が個々に行って

きた求職者に対するおすすめ求
人情報の提供や、求人者へ向け
た求人効率向上のためのアドバイ
スなどは、AIの力を借りることで
一部作業を効率化できると考えて
います。実証実験では、ハローワー
クが保有する約1,000万件の求職
者や求人のデータを学習したAI
を活用しており、求職者と求人者
のニーズがより反映された最適
解を迅速に発見し、適合性の高い
職業紹介を実現できると期待して
います（図2参照）」（藤嶋氏）

今年の9月から開始された実証
実験では、求職条件と求人情報の
突合によりAIが応募率と採用率を
推論し、応募率の上位10件が提
案に至った根拠とともにおすすめ
求人として出力され、職員の判断
を経て求職者に提示されます。
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「中小企業の人手不足解消」
関連記事もWebで！
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「応募者数やマッチング率の低
さに悩む求人者に対しては、例え
ば『この職種の場合、未経験者を
可にしたほうが応募率が向上す
る』など、現状の求人情報に対す
る応募率と充足率の推論をAIが
実施します。職員はAIの推論結果
を活用し、応募率と充足率が改善
する条件の緩和案について、求
人者と検討することができます」

（渡邉氏）
こうしたAIをはじめとするデジ

タル技術を活用することで、職員
は一人ひとりに対してより丁寧な
対応が可能になり、より効果的な
マッチング支援が実現することも
期待されています。

コンシェルジュ機能を 
ネットサービスに導入予定

AIの活用はほかにも考えられ
ており、ハローワークインターネッ
トサービス（HWIS）でも、AIを活
用した「コンシェルジュ機能（利用
者向け自動応答機能）」の実証実験
を、2026年1月から開始します。
HWISは求人や求職の申込み、求
人検索や応募書類の送付、面接
の日程調整、採否の連絡などがオ
ンラインで可能なサービスです。
利用者数はこの5年で倍増し、現
在1ヵ月で約7,800万件のアクセ
スがありますが、特に若者世代の

求職者の伸びが顕著です。企業
からの求人も、8割以上がHWIS
経由で申込まれています。
「コンシェルジュ機能を活用する

と、ハローワークの基本的な情報
提供から、雇用保険の手続きや助
成金の相談など、利用者のリクエ
ストに対してチャットボットがいつ
でも回答してくれます。例えば『ハ
ローワークの利用の仕方を教え
て』『求人票の提出方法が知りた
い』といったハローワーク全般の
業務に関する質問から、『求人票
に書かれている言葉の意味を教
えて』『この欄には何を書けばい
いの？』といった具体的な質問ま
で、さまざまな問いに答えてくれ
ます。このサービスは24時間利
用可能とする予定ですので、求職
者と求人者の双方から歓迎される
と期待しています」（藤嶋氏）

厚生労働省では、今回の実証
実験を通じてAIの使い勝手やリス
クのほか、ハローワーク利用者の
満足度向上に対するAIの有用性
などについて検証していく予定で
す。中小企業の人材確保にも貢
献すると思われる今回の実験だ
けに、その行方に注目したいもの
です。

【図1：主要国の職業紹介機関の体制】

国名 名称 機関数
（箇所)

職員数（人）
（注1)

失業者数
（千人)

職員一人当たり
失業者数（人)

フランス
（注2）

公共職業安定所
（フランス・トラヴァイユ） 896 59,191 2,234 38

スウェーデン
（注3）

職業安定所
（雇用仲介庁） 約300 10,560 440 42

ドイツ 連邦雇用機関 約755 88,800
(95,100) 1,376 15

（14)

日本 公共職業安定所 544 10,330
(28,923) 1,783 173

（62)
（注1） �職員数、職員一人当たり失業者数欄の（　）内の数字は、非常勤職員などを含む人数。
（注2） �職員数について、非常勤職員数は不明であり、市民ボランティア（ Volontaires en Service civique）は除く。
（注3） �機関数は、予約制の職業安定所（111箇所）のほか、雇用仲介庁との契約により職業紹介サービスなどを提供する、

国サービスセンター（142箇所）及び 自治体の施設を含む。また、職員数は、国サービスセンター及び自治体の
施設で職業紹介に従事する職員の数を除き、非常勤職員数などは不明。

出典： �OECDデータ及び各国ホームページ上の各種統計資料などを基に、厚生労働省が作成した表より抜粋（なお、仏、
独については2022年時点、スウェーデン・日本の職員数・機関数は2024年時点。その他は2023年時点）。

【図2：ハローワークのAI活用の仕組み】
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